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「長期ビジョン 2030」および「第 16次中期経営計画」策定のお知らせ 

 

当社グループは、2030 年度を見据えた「長期ビジョン 2030」及び 2022 年度から 2024 年度までの

３ヶ年を期間とする「第 16 次中期経営計画」を策定しましたので、その概要をお知らせいたします。 

 

□背景 

昨今、市場のニーズや価値観が多様化する一方、地球温暖化など気候変動や、資源枯渇といった地球規

模で進行しつつある社会的課題は、市場経済にも影響を及ぼし始めています。このような状況下、当社が

果たすべき役割を土台に、企業として“ありたい姿”を定めた長期的な経営ビジョンを策定し、それらに

紐づく施策を中期経営計画や年次経営計画と連動させることで、中長期にわたる持続的な成長サイクル

を確立してまいります。 

 

□長期ビジョン 2030 

当社グループは、時代に適合した製品ポートフォリオを構築し、社会的課題の解決に貢献することが、

持続可能性（サステナビリティ）が要求される現代において企業価値の向上に資するものと考えておりま

す。 

これらを踏まえ、以下の通り 2030 年度を見据えた長期ビジョンを策定いたしました。 

 

＜長期ビジョン 2030 ありたい姿＞ 

革新的な技術によって地球環境に配慮した先進的なソリューションを生み出して持続可能な社会に貢

献し、あらゆるステークホルダーから必要とされ続けるパワーエレクトロニクスカンパニー 

 

長期的な観点で、「脱炭素社会のキーパーツとなるパワーデバイス」「ヒトと環境の未来を託されるモ

ビリティソリューション」「全事業のコア技術を融合した環境ソリューション」を創出し、環境貢献を

より重視した製品ポートフォリオを継続的に整備してまいります。あわせて、持続的成長の前提となる

安定的な経営基盤を構築するために資本効率を重視し、事業ポートフォリオの見直しや、設備投資・研

究開発投資・人材投資等を含む経営資源の最適配分を進めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

□第 16 次中期経営計画 

2022 年度から 2024 年度までの３ヶ年を期間とする「第 16 次中期経営計画」では、経営方針として

「長期ビジョンの実現に向けた基盤づくり」と定め、主要テーマを「稼ぐ体質づくり」「伸長事業拡大の

布石」「温室効果ガス排出量削減分野へのリソース配分」とすることで、「長期ビジョン 2030」で掲げる

ありたい姿に向け、事業の成長とサステナビリティを統合した製品ポートフォリオへの転換を促進して

まいります。 

経営方針の実現に向けて、各施策の遂行にあたっては、デジタルトランスフォーメーション（DX）を

広く活用してまいります。 

 

＜2024 年度の経営目標（連結）＞ 

・売上高 1,180 億円 

・営業利益率 6.6％ 

・ROE 8.3％ 

・ROA 3.5％ 

 

・設備投資額（3 ヶ年累計） 220 億円 

・研究開発費（3 ヶ年累計） 180 億円 

以上 


